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一酸性雨 問題 をめ ぐる レジーム ・コ ン プ レ ッ クス
ー

横　　田　 将　 志、旧 本大学 大学院）

1 ．は じめ に

　北東ア ジ ア で は 近年、急 速な経 済成長 と産業化

が 進展 して い る 。 石油 ・石炭等の 化石燃料の 使用

量が 急増 して い る 。 こ れ に 伴 っ て 、 SOx （硫黄

酸化物 ）や NOx （窒素酸化物） の 排出量が増加

して きた。 こ の よ うな背景か ら、酸性雨問題 の 深

刻化が 懸念 される よ うに なっ た。

　酸性雨 は、化石燃料の 燃焼等に よ っ て 生 じた S

Ox や NOx が 雨 ・雪
・霧な ど に取 り込 まれ て 地

上 へ と降 り注 い だ り、ガ ス や エ ア ロ ゾ ル の かたち

で 地表に 到 達 した りする現象で あ る
1

。 酸性 雨 問

題 に は 、こ れ に よ っ て 引 き起こ される土壌 や湖沼

の 酸性化、森林 の 枯死や魚類の 減少、人体
・動植

物
・建造物等へ の 悪影響が 含 まれ る 。

　日本 で は 、原 因物 質の 排出量が 減少傾向にあ る

に もか か わ らず 、酸 1生雨 の 状況が悪化 しつ つ ある 。

こ れ ま で 観測 され て こ な か っ た隠岐 や 佐渡、八 方

尾根な ど、原因物質の 排出源が多数存在する都市

や 工 業地帯 か ら離れた地点で も酸性度の 強 い 降雨

等が 観測 され る よ うに な っ た （環境省、2010）。

隣 国 の 韓 国 も同様の 状況に置か れ て い る 。

　近年の 研究 にお い て 、中国 で 排 出され た SOx

や NOx が 日韓両国の 酸性雨 の 原 因 の 1 つ で ある

こ とが わ か っ た
2

。 ある 国の 環境 問題 の 原 因 が 他

国 にある場合 、 問題解決に 国際協力 が不可欠で あ

る 。 国際協力は環境対応能力が不足 して い る 途 上

国の 環境 問題 の 解決に も求め られ る 。 中国 は、国

内で 酸性雨 に よ る深刻 な被害が発生 して い る一方

で 、日本
・韓国 と比 べ て 限られた環境対応能力 し

か持 ちあわせ て い な い
。

こ の ような点か ら、北東

ア ジァ は酸性雨 問題 をめ ぐっ て 、地域協力が必要

とされる 。 現 在、  EANET （東ア ジ ア 酸 1生雨

モ ニ タ リ ン グネ ッ トワ
ーク）、  NEASPEC

（北東ア ジ ア準地域 環境協力プ ロ グ ラ ム ）  LT

P （北東 ア ジ ア大気汚染物質長距離越境移動共 同

研究 プ ロ ジ ェ ク ト）、 の 3 つ の 枠組 み が 存在する 。

　北 東ア ジ ア の 酸性雨問題 をめ ぐ る 地 域 協力に

つ い て 、タ カ ハ シ （Wakana 　Takahashi ）は E

ANET の 形成プ ロ セ ス に 焦点 を あ て て 議論 し、

  こ れ ま で 欧州の プ ロ セ ス が 踏 襲 さ れ て きた こ

と、  政治的 ・経済的 ・社会的差異 か ら今後 もそ

うある とは 限 らな い こ と、の 2 点 を明 らか に し

て い る （Takahashi ，2000 ）。 ブ レ ッ テ ル （Anna

Brettell）は、　 E 　A 　N 　E 　T が 大 きな役割 を果 た し

て い る こ とを示す
一

方 で 、経済的
・技術 的 ・歴 史

的背景か ら その 発展 が阻害 さ れ て い る と論 じて い

る （Brettell，2007）。 宮 崎 は EANET の 形成 ・

キ
ー

ワ
ー ド ：

地域協力、環境協 力、酸性雨問題 、レ ジ
ーム 、レジーム ・コ ン プ レ ッ ク ス
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発展 プ ロ セ ス に 着目 し、こ れ が 酸性雨 ガ バ ナ ン ス

の 構築に 大 き く貢献 し た と議論 して い る （宮崎、

2007）。

　 先行研究 は こ の よ うに 、EANET の み に 焦点

をあ て た議論 を行 っ て きた 。 NEASPEC と L

TP に つ い て、存在を認識 しなが らも、論 じて こ

なか っ た 。 北東ア ジ ア の 酸 性雨 問題 をめ ぐる 地域

協力は 、こ れ まで EANET を とお して理解が試

み ら れ て きた
3

。 そ の
一

方で 、EANET だけで

な く、NESPEC とLTP も関与 して い る 。

　 本稿は こ の 点 を踏 まえ、こ れ ら 3 つ の 枠組 みす

べ て に焦点を あ て 、北東ア ジ ア の 酸1生雨 問題 をめ

ぐる 地域 協力に つ い て 議論する 。 そ の なかで 、酸

性雨問題 に 関す る協力の 先進地域で ある欧州 の 事

例 に つ い て も触れ て い く。 第 2 節で 、各枠組み の

形成プ ロ セ ス を議論 し、協力の きっ か けを明 らか

に する 。 第 3節で は、概要や機能、特 徴 の 整理 を

とお して 、各枠組み をどの よ うに捉 えられるか を

検討す る 。 第 4 章 に お い て こ れ ら を踏 まえ、協 力

の 全体像 を い か に把握 で きる か を考察する 。

　北東ア ジ ア で は 、酸性雨以 外の 環境 問題 に 関す

る 地域協力 も行 わ れ て い る 。 海洋汚染や砂漠 化を

扱う枠組 み が 存在す る 。 域 内 の環境問題 全般 を対

象とす る 枠組 み もあ る 。 ど の 分野に お い て も酸 性

雨問題 同様、複数 の 枠組 み が並存 し て い る
4

。 環

境分野以外に お い て も、 1 つ の 問題領域 に複数の

枠組み が存在す る。域内の 経済統合 に 向けて 、日

中韓 FTA （自由貿易協定）、APEC （ア ジ ア

太平洋経 済協力 会議）、 FTAAP （ア ジ ア 太平

洋自由貿易 圏）、 RCEP （東 ア ジ ア 地域包括的

経済連携）、TPP （環太平洋 パ ー
トナ

ー
シ ッ プ

協定）などの イ ニ シ ア チ ブ が 並存して い る 。

　多 くの 要 素か ら構 成 さ れ る シ ス テ ム は、要素

1 つ ひ とつ に 関す る 知 識 の み か ら で は 理 解で き

な い 。脳 の 機能 の 理解 に 各神経細胞 （ニ ュ
ーロ

ン ）だけ で な く、脳全体 を捉 え る視点が 不可 欠だ。

（Amaral　and 　Ottino，2004）。北 東ア ジ ア の 地域

協力 を議論する際、複数の 枠組 み が 関与 して い る

ため、協力体制全体を捉える視座 が必 要 と考えら

れ る 。 こ の検討が求め られる 。

　本稿は 、  北東ア ジ ア の 酸性雨 問題 を対象とす

る各枠組み の 捉 え方、  同問題 をめ ぐる 地域協力

に対する視座、の 2点 を考察する 。 こ の た め に、

各枠組み と地域協力 の 実態 を整理する 。 北東ア ジ

アの 酸性雨問題 に複数の枠組み が 関与 して い る こ

とか ら、国際社会で 同
一

の 問題領域に複 数 の 枠 組

みが存在する際に求め られ る視点 の 検討に資する

こ とが期待され る 。

2 ．酸性雨問題 をめ ぐる地域協力の きっ か け

　 1992 年 6 月、ブ ラ ジ ル の リ オ ・デ ・ジ ャ ネイ

ロ で UNCED （国連環境開発会議）が 開催され

た 。 地球環境 の 保 全 と持続可能な開発につ い て 、

世界 の 約 180 の 国が議論 した 。 こ の 結果 、持続 可

能な開 発 の 実現 を 目指 した 「環境 と開発 に 関す

る リ オ宣言」と 行動 計画 で ある 「ア ジ ェ ン ダ21」

が採択 された 。 「ア ジ ェ ン ダ 21」は 酸性雨 問題 を

は じめ とする越境大気汚染問題に関 して 、欧州 に

お ける 地域協 力 を高 く評価 し、欧州
・
北 米以外

の 地域 に こ れ を学 ぶ よ う要請 して い る （United

Nations
，
1992 ，　Chap．9）。

　欧州の 酸性雨問題 をめ ぐる地域協力は、北欧 か

ら提唱 され た 。 北 欧諸 国 で は 1950 年代か ら、湖

沼 の酸性化や こ れに伴 う魚類 の 減少、森林の 枯死

等が確認 され る よ うにな っ た。ス ウ ェ
ーデ ン の 土

壌 学者 オーデ ン （Svante　Od6n ）は 1967 年、こ

れ らの 原 因が イギ リス や ドイ ッ で 排出され た S

Ox や NOx に 起因する酸性雨 に 求め られ る と発

表 した 。 ス ウ ェ
ー

デ ン 政府 は こ れ らを背景 と し

て 1972年、UNCHE （国連 人間環境会議）を

招集 した
5

。 こ の 場で は 、酸性雨 を対象 と した 国

際協力 の 必要性 とモ ニ タ リ ン グの 実現が訴えられ

た 。 欧州 は こ れ を踏 まえて、1972年か ら OEC

D （経済協力開発機構）の もとで 酸性 雨 モ ニ タ リ

ン グ を開始 した 。 1977年 、 こ の モ ニ タ リ ン グ が
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UNECE （国連欧州経済委員会）の もとへ 移 さ

れ、EMEP （欧州 モ ニ タリ ン グ評価プ ロ グ ラ ム ）

が 組織 された。1979 年に LRTAP （長距離越

境大気汚染）条約が採択 され る とそれ以 降、締

約国に SOx 排 出量 の 30％ 削減 を義務づ けた 「ヘ

ル シ ン キ 議定書」 （1985 年）や NOx 排出量 の 増

加凍結 を定め た 「ソ フ ィ ア 議定書」（1987年）を

は じめ とする さまざまな議定書が つ くられた 。 欧

州で は こ れ らをとお して 、酸性雨 の 原因物質 の 排

出削減 に 向け た取 り組みが行 われ て きた （Levy
，

1995；Takahashi ，
2000）。

　北東ア ジ ア の 酸性雨 問題 をめ ぐる 地域協力 は、

UNCED の 後か ら模索 さ れ た。1992 年 10 月、

新潟で 第 1 回 NEAC （北東ア ジ ア環境協力会

議）
6
が 開催 さ れ た 。 こ の 場で は 、北東 ア ジ ア の

酸性雨 問題 に関 する 地域協力 の 実施が 提案 され

た 。 翌 年 9 月に ソ ウ ル で 開か れ た 第 2 回 NEA

C や 1994年 9 月 に 兵庫県城崎町 （現在 の 豊岡市）

で 開かれた第 3 回 NEAC で も、同様の 提案 が な

され た。1994年 6 月 に 実 施 され た エ コ ・ア ジ ア

（ア ジ ア 太平洋環境会議）
7
で は、北東ア ジ ア の 酸

性雨 問題 を扱 う協力 メ カ ニ ズ ム の 創設 が求 め られ

た。

　 日本の 環境 庁 （現在 の 環境省） は こ の よ うな流

れ を受け て 、「東ア ジ ア 酸性雨 モ ニ タ リ ン グ ネ ッ

トワ ーク構想」を提唱 した （環境庁 、1997 、p．1）
s

。

1993 〜 1997 年に 4 回 に わ た り EANET に 関

する専門家会合が行われ る と、東ア ジ ア で 酸 1生雨

観測網 を整備する 必要性が認識 され た 。 こ れ を踏

まえ て 1998年 3 月、横 浜 で EANET に 関す る

第 1 回政 府間会合が開催 され た 。 EANET の試

行稼働 の 実施 が決 ま り （EANET ，
1998 ）、翌 月か

ら行わ れ た 。 2000 年 10 月 に新潟で 第 2 回政府間

会合が 開かれる と、こ の 試行稼働 が 成功 と評価 さ

れ、EANET の 正 式稼働 の 開始 が 決 ま っ た。こ

れ に 必要 な「EANET の 実施に 関す る共同 声 明」

と 「EANET の 暫定設計」が つ くら れ （EANET ，

2000b）、2001 年 1 月 か ら正 式稼働が 始 ま っ た。
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　 UNCED か ら 2 か 月後の 1992 年 8 月、韓国

の ソ ウ ル で UNCED と21 世紀の 環境 レ ジ ー
ム

の 展開に関する 会合が 開 か れ た 。 韓国が主催 した

こ の 会合に お い て 、中国、日本、モ ン ゴ ル 、韓 国、

お よ び ロ シ ア の 5 か国 は 「北東ア ジ ア 地域環境 協

力プロ グ ラ ム 構想」に つ い て 話 しあ い 、北東 ア ジ

ア に お ける環境協力の 実現 を求め る 決議 を採択 し

た 。 韓国 は こ の 構想 と 決議 の 実現 に 向け て 、UN

ESCAP （国連ア ジ ア 太平洋 経済社 会委員会 ）

と協力 して 1993年 2 月、第 1 回 SOM （北東ア

ジ ア の 環境協力 に 関す る高級事務 レベ ル 会議） を

招集 し、NEASPEC を立 ち上 げた
9
。こ の と

き、  エ ネ ル ギ ーと大気汚染、  キ ャ パ シ テ ィ
ー・

ビル デ ィ ン グ、  生態系管理 、の 3 分野 が 対象と

さ れ た 。  の
一

環と し て、酸1生雨 問題 が 扱わ れ る

こ とに な っ た （UNESCAP ，
1993 ）。

　韓国 は、北東ア ジ ア の 酸1生雨問題 を扱 うもう 1

つ の 枠 組 み の 形 成に も イ ニ シ ア チ ブ を発揮 した 。

1995 年 9 月、北 東 ア ジ ア に お け る 大気 汚染物 質

の 長距 離越境移動 に 関す る 第 1 回 ワ
ーク シ ョ ッ プ

が ソ ウ ル で 開かれた 。 こ の 会合 で は 、  専門家会

合 の 実 施、  専 門家会合 の もと で の 大気汚染物質

の 長距離 越境 移動 に 関す る 共同研究の 実施、の 2

点 が 決 ま っ た 。 第 1 回専門家会合が 1996 年 7 月

に 開催 さ れ る と、共同研究の 実施に 必 要な ワーキ

ン グ グ ル ープ とサ ブ ・ワーキ ン グ グ ル
ー

プが 設

置さ れ た （National　lnstitute　of　Environmental

Research
，
1997 ）。 こ の 結果、　 L　T 　P が 発足 し、

1999 年 よ り各種 プ ロ ジ ェ ク トが 実施 さ れ る こ と

に な っ た 。

　酸性雨 問題 をめ ぐっ て こ の よ うに 、欧州で は U

NCHE が地域協力 の 実現へ と 至る モ メ ン タ ム を

もた ら した。北東 ア ジア で は UNCED で 採択さ

れ た 「ア ジ ェ ン ダ21」が EANET 、　 NEAS

PEC 、　 LTP とい う 3 つ の 枠組 み の 構築に 向け

た動 きを生 み だ した。欧州 と 北東ア ジ ア は 、環境

問題 を テ
ー

マ と した 国際会議をきっ か けと して 地

域協力 を開始 した 。

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Association for Northeast Asia Ragional Studies

NII-Electronic Library Service

The 　Assooiation 　for 　Northeast 　Asia 　Ragional 　Studies

100 北東 ア ジ ア 地 域研 究　第 19号 　2013年 6 月

3 ．北東ア ジアの 酸性雨問題 を扱 う枠組み

（1）各粋組み の 概要

　 EANET は、  東ア ジア で 酸 1生雨問題 の 深刻

化が懸念さ れ る こ と、  こ の 要因が域内 の 経済発

展 に 求め ら れ る こ と、  問題 の 状況把握 に 地域協

力が 必要 で あ る こ と、の 3 点が 認識 さ れ た こ と

に 基 づ い て 形成 され た （EANET ，
1993 ）

且o
。   東

ア ジ ア の 酸性 雨 問題 の 状況 に 関する 共通 理 解の

形 成、  酸性 雨 に よ る 悪影響 を防 ぐた め の 地 域

（regional ）
・
国 家 （national ）・

地 方 （local） レ

ベ ル で の 意思 決定 に有益な情報 の 提 供、  酸 性雨

問題 に 関す る参加 国問の 協力 の 推 進、の 3 点 を目

的とする （EANET ，2000a）。現在、カ ン ボ ジ ア 、

中国、イ ン ドネ シ ア 、日本、ラ オス 、マ レ
ー

シ ア 、

モ ン ゴ ル 、ミ ャ ン マ
ー、フ ィ リピ ン 、韓国、ロ シ

ア 、タ イ、お よび ベ トナ ム の 13 か国が参加 して

い る
H

。 タ イの バ ン コ ク に ある UNEP （国連環

境計画）の RRC ．AP （ア ジア 太平洋地域 資源

セ ン ター
）を事務局と して 、  酸 1生雨 モ ニ タ リン

グ、  モ ニ タ リ ン グ デ
ータ の 収 集 ・評価 ・提供、

  QA ／ QC （精 度保証／ 精度管理 〉、  報 告書

の 作成 ・公 表、  調査研 究、等の 活動 を 行 っ て い

る 。 こ れ ら の 実施に 必 要 なマ ニ ュ ア ル や ガ イ ドラ

イ ン 、予算な ど は 政府間会合 の 場 で 承認 され て き

た （EANET ，
2000c ）。

　 NEASPEC は、　 UNCED の フ ォ ロ ー
ア ッ

プ ・プ ロ グ ラ ム として 、北東ア ジ ア に お ける持続

可能 な開発 の 実現を 目指す。  こ れ が 環境問題 か

ら悪影響 を受 け る お そ れ が あ る こ と、  北東ア ジ

ア の 環境 問題 が 経済成長 と社会発展に 起因する

こ と、  持続 可 能 な 開発 の 実 現 の た め に 環 境協

力 が求 め られ る こ と、の 3 点 が 理 解 さ れ た こ と

を受け て 構築され た 。「環境 と 開発 に 関す る リ オ

宣言」 と 「ア ジ ェ ン ダ 21」を基礎 と して 、  現

在 ・将来世代の 生活 ・福祉水準 の 向上 に 向けた地

域環境協力 と持続 可能な開発 に 関す る 取 り組 み の

推進、  参加国 の 環境 管理技 術
・
能力 の 向上 に資

する地域協力の 推進、  地域協力拡大に 向けた段

階的 ・実務的取 り組み の 実施、の 3 点 を目的と し

て い る （UNESCAP ，1996 ）。 中国、北朝鮮、日

本、モ ン ゴ ル 、韓国、お よ び ロ シ ア の 6 か 国が酸

性雨問題 に 関 して 、  モ ニ タ リ ン グ とモ デ リ ン グ

に 関連 する新たな技術 ・手法の 開発、  モ ニ タ リ

ン グ とモ デ リ ン グ に 関する調査研 究、  大気汚染

物質の 排出削減技術 の 普 及
且2
、な ど に 取 り組 ん で

い る （UNESCAP ，
1994 ）。上 記 活動 の 実 施に 必

要な ワーク プ ラ ン や 規則、予算等は SOM に お い

て 決定 さ れ て きた 。事務局の 指定 もこ の 場で 行 わ

れ 、現 在、韓国 の 仁川 にある UNESCAP の S

RO − ENEA （東ア ジ ア ・
北東ア ジ ア準地域事

務所 ）が事務局 を担 当 して い る 。

　 LTP は、  北東 ア ジ ア で 大気汚染物 質の 排 出

量増 加 に 伴 う悪 影響が懸 念 され る こ と、  こ れ

が急 速 な経済成 長に よ っ て もた らされ て い る こ

と、  現状把握 と問題解決に 地域 レ ベ ル で の 共同

研究が求め られ る こ と、の 3 点が認識 された こ と

に よ っ て 形 成 に 至 っ た （Kim ，2008）。   北 東 ア

ジ ア の 大気汚染物 質の 輸 送状況 に 関する共通理解

の 促進 、  協働 を と お した 越境大気 汚染問題 に 関

す る 研究基盤 の 形 成、  北東 ア ジ ア の 環境 へ の 悪

影響 の 予 防 ・低減 に 資す る情 報や手 法 の 政 策決

定者 へ の 提供、の 3 点を 目的に掲げて い る （Lee ，

2007 ）。 中国、日本、お よ び 韓 国 の 3 か国が参加

し、仁 川 に あ る NIER （韓国
・
国立環境研究院）

を事務局と して い る 。 専門家会合が 決定す る プ ロ

グ ラ ム や 行動規則 に 則 っ て 現在、  モ ニ タ リ ン グ 、

  モ デ リ ン グ
13
、  モ デ リ ン グ の 検証

・
比 較、 

モ ニ タ リ ン グ と モ デ リ ン グ に 関す る 調査研究 、 

排出 イ ン ベ ン トリー （排 出源 目録〉の 作成 と ソ
ー

ス ・レ セ プ ター解析 （排 出 ・
沈 着関 係 の 解 明 ）、

  長距離越境 汚染 の 影響評価、  調査研究活動 の

公表、などを実施 して い る （Kim ，
2008 ）。

　 北東ア ジ ア の 酸性雨問題 を扱 う枠組み は い ずれ

もこ の よ うに、問題 解決に直結する 原因物質の 排

出規制 を行 っ て い ない 。モ ニ タ リ ン グや モ デ リ ン
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グ とい っ た問題 の 状況把握に つ なが る活動を中心

と して い る 。 EANET は こ れ を法的拘束力 の な

い 「EANET の実施に 関する 共同声明」を根拠

と して 行っ て い る
14

。 NEASPEC の 活動 の 根

拠 で ある 「北東ア ジ ア準地域環境協力 プ ロ グ ラ ム

の 枠組み 」に も法的拘束力が な い （UNESCAP ，

1996）15
。 LTP に至 っ て は根拠 とな る 文書 を作

成せず、ワ
ー

クシ ョ ッ プ と専門家会合で の 合意に

基礎を置い て い る 。

図 1　 EANET ・NEASPEC ・LTP の 参

　加国

出 典 ： 筆者作成 。

注 ： い ず れ の 枠組 み に も参加 して い ない 国の 国 名は 省

　　略 した 。

（2 ）各枠組 みを捉 える視点

　酸性雨 問題 を扱 う枠組み は 原因物質の 主要排出

北 東ア ジアの 地域協力に 対す る新 た な視座 101

国が 参加 して 初め て 意味 を持つ
。 北 東ア ジア に お

け る 原 因物質の 主要排出国 で あ る 中国 は酸性雨問

題 に お い て 、法的拘束力 を伴 う枠組 み や 活動へ の

参加 に 消極的 姿勢 を示 し、国際 的 な取 り極め を

と お し た SOx や NOx の 排 出規 制 の 実施に も否

定的 な 態度を とっ て い る
i6
。　 EANET 、　 NEA

SPEC 、お よ び LTP は い ずれ も、法的拘束力

を持 た ず、原 因物質の 排出規制 も課 さない 。中国

の 参加 を阻む要素 を持ちあわ せ て い ない た め 、同

国の 参加確保 に成功 して い る。有意義な枠組 み と

な っ て い る一方で 、欧州の もの と比 べ て 「ゆ る や

か」な枠組 み だ と考えら れ る。

　酸性雨問題 をめ ぐ っ て 、欧 州 は モ ニ タ リ ン グ か

ら地域 協力を開始 し、LRTAP 条約 を策定 し

た 。
こ の もとで 、締約国 に 原 因物質 の 排出削減を

義務づ ける議定書を形成 し、問題解決に直結す る

活動 を行うよう に な っ た 。 現在、  モ ニ タ リ ン グ、

  モ ニ タ リ ン グ関連調査研究 、  モ デ リ ン グ、 

モ デ リン グ関連調査研究 、  影響評価、  原因物

質排 出削減手法の 開発 ・普及、  原 因物 質の 排出

規制 、を実施 して い る 。
こ の 根拠 で あ る LRTA

P 条約 と各種議定書 に は 法的拘 束力 が 備 わ っ て い

る 。
こ の点か ら、北東 ア ジ ア の 各枠組 み が欧州 の

もの と比 べ て 、法的
・
機 能的 に ゆ る や か だ と言 え

る 。

　先行研究は LRTAP 条約を軸と し た枠組 み を

地域 レベ ル の 「レ ジ ー
ム 」（regime ） と見 な して

い る
一

方 で
17
、EANET 、　 NEASPEC 、お

よ び LTP を レ ジ ーム と して 扱 っ て こ な か っ た。

モ ニ タリ ン グ に 関する 地域協力 は科学的知見の 蓄

積 と共通理 解 の 形成 に 寄与 し、酸性 雨 問題 に 関

する 政治的 プ ロ セ ス を進展 さ せ る （市村 ・加藤、

1998、p．21 ）。 欧州 は モ ニ タ リ ン グ を経て 、条約

形成 と規制実施 に 至 っ た 。 モ ニ タ リ ン グ を中心 と

す る 北 東ア ジ ア の 枠組 み は こ の 点か ら、レ ジ
ー

ム

へ と 発展する潜在能力 を持つ もの と理解 され て き

た （Brettell，
2007

，
　pp．94−95）

18
。

　 レ ジ ー
ム は 、ク ラ ズ ナ ー （Stephen　D ．　Kras一
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ner ）に よ れ ば 、「国際関係の ある特定の 分野 に お

け る 明示 的ある い は 黙示的な原理、規範 、
ル ール 、

お よ び 意思決定手続 きの セ ッ トで あ り、こ れ を中

心 と して ア ク ターの 期待が収斂する とこ ろ」 と定

義 され る （Krasner，1983 ，
　p．2）

19
。 明文化 された

条約や 議定書、法的拘束力、具体的 な規制 の 実施

が伴わ な くて も、成立する 。

　 EANET 、　 NEASPEC 、お よ び LTP は

前項で 示 した ように 、 対象とする問題が 、  どの

ような状況にあるか、  どの ような要因 ・背景に

よ る か 、   ど うあるべ きか、の 3点 に つ い て の 認

識を持つ
。 こ れ ら 3点が レ ジ

ー
ム に お ける原理を

構成する こ とか ら （Krasner， 1983，　p．2）、い ず

れ の 枠組み に も原理 が 備 わ っ て い る と考え られ

る 。

　 レ ジーム にお い て、規 範 は行動の 基準で ある

（Krasner ， 1983，　p．2）
2u
。ア ク ターの行動は ル ー

ル に よ っ て規定 される。ル ール は 目的の 達成に向

けた行動 をア ク ター
に と らせ るもの で あ り、目的

に 沿 っ て つ くられ る 。 目的が行動 の 基準とな っ て

い る 。 規範は行動の 基準 と定義され、行動の 基準

は 目的が担 っ て い る 。 こ の ため、目的が規範の 機

能 を果 たす と考え ら れ る 。 こ れ を踏 まえ る と、E

ANET 、　 NEASPEC 、 お よ び LTP はそ れ

ぞ れ 、目 的 を 持 つ こ と か ら 、 規範を持 つ と判断 で

きる。

　こ れ ら 3 つ の 枠組 みは、前項で挙げた モ ニ タリ

ン グ や調査研究 、報告書の作成等 の 活動 を実施 し

て い る 。 そ の た め に 、ガ イ ドラ イ ン や マ ニ ュ ア

ル 、ワーク プ ラ ン な ど、ア ク ターの行動 を規定す

る文書 を形成 ・保持 して い る 。 レ ジーム に おける

ル
ー

ル は、ア ク ター
の 行動 を規定する もの で ある

（Krasner
，
1983

，
　p．2）。 こ の ように 、

い ずれ の 枠

組み に もル ール が 存在す る 。

　ル ール に該当する もの を、EANET は 政府 間

会合で 、NEASPEC は SOM で 、　 LTP は専

門家会合で 、それ ぞ れ 決め て きた 。 各枠組 み は こ

れ ら の 場 を用 い て 繰 り返 し、ア ク ター
の 行動に関

する意思 決定を行 っ て きた 。 あ る枠組みが意思決

定 の た め に
一定 の 取 り組み を繰 り返 し実施 して い

る場合、そ の 枠組 み は意思決定手続 きを持つ と判

断され る （Krasner，1983，　p．2）。こ の た め 、 3

つ の 枠組 み とも意思決定手続きを持つ と言える 。

　 EANET 、NEASPEC 、お よ び LTP

は、こ の ように 原理、規範、ルール、お よ び意思

決定手続 きを持ちあわせ 、 先に見た活動をルール

に則 っ て 、一
定の 手順に沿 っ たか たちで実施 して

い る 。 北東ア ジ ア の 酸性雨問題 に関す る調査研究

に 関する もの を中心 と して 、ア ク タ
ー

の行動の パ

ター
ン 化 をもた ら して い る 。 ア ク ター

の 行動の パ

ター
ン 化が期 待 を収 斂 させ る こ とか ら （Young ，

1983 ，pp ．94−97）2T、ア ク タ
ー

の 期待が 収斂す る

とこ ろ にな っ て い ると考え られ る 。

　北東ア ジ ア の酸性雨問題を扱う枠組み は、法的
・

機能 的 に ゆ る や か で ある が 、こ こ まで 議論 して き

たよ うに レ ジーム と して の 成立 要件を満 た して い

る 。 こ の ため、問題 の 把握 に 向けた 「ゆ る やか な

レ ジ ーム」 と捉 え られる。

4 ．北東ア ジア の酸性雨問題 をめ ぐる地 域協

　力の 全体像

　 EANET 、　 NEASPEC 、お よ び LTP は

い ずれ もレ ジー
ム で ある 。 北東 ア ジ ア の 酸性雨 と

い う 1 つ の 問題領域 に 3 つ の レ ジー
ム が存在 して

い る 。 国際社会 に お い て 1 つ の 問 題 に 複 数 の レ

ジーム が 関与す るケ
ー

ス は、さま ざまな分野 で 見

受 け られ る
22

。 生物遺伝 資源 をめ ぐっ て現在、 

UPOV （植物の 新品種 の 保 護 に 関する 国際条

約 ）、  FAO （国連食糧農業機 関）、  CGIA

R （国際農業研究協議グ ル
ー

プ）、  WTO （世

界貿易機関）、   UNCBD （国連生 物多様性条

約）、の 5 つ の レ ジ ー
ム が 関わ っ て い る 。 ラ ウ ス

テ イ ア ラ （Kal　Raustiala）と ビ ク ター （David　G ．

Victor） は、こ の よ うな状況 を 「レ ジーム ・コ

ン プ レ ッ クス 」（regime 　complex ）と呼 ん で い る
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（Raustiala　and 　Victor，2004）
23

。

　 コ ヘ イ ン （Robert　O．　Keohane） と ビ ク タ
ー

は、気候変動 （地球温 暖化）問題 をめ ぐっ て レ

ジーム ・コ ン プ レ ッ ク ス が 成立 して い る と考えて

い る 。 気候変動問題は 、 数多くの レ ジーム に よ っ

て 扱わ れ て い る 。 UNFCCC （国連気候変動枠

組条約）と京都議定書を軸 とする もの だけで はな

い 。 米国 の 主 導で 2005 年に 発足 した APP （ア

ジ ア太平洋パ ー
トナ

ーシ ッ プ）で対象とされ て い

る 。 同様に、2007 年に創設され た MEF （エ ネ

ル ギ
ー

と気候 に 関す る主要 国経済会合）で も扱わ

れ て い る 。 G8 （主要国首脳会議）や G20 （金

融世 界経 済 に 関す る首脳会合） の 場 で も議論 され

て い る 。 フ ロ ン ガ ス と代替 フ ロ ンが 強い 温室効果

を持 つ こ とか ら、オゾ ン 層 の 保護に関する ウ ィ
ー

ン 条約 （1985 年）とモ ン トリオ
ー

ル 議定書 （1987

年〉を中心とする オゾ ン層保護 レ ジ
ー

ム も関与 し

て い る 。 各地域 の 環境レ ジーム や 二 国間 ・多国間

の イニ シ ア チ ブ で も対象 とされ て い る （Keohane

and 　Victor
，
2011 ）。

　 レ ジ
ー

ム
・コ ン プ レ ッ ク ス は、部分的 に 重複 し

あ う非階層的 な レ ジ ー
ム の 集合体で ある。特に 機

能面 で重複 し、対立する こ ともある が、こ れ を解

決す る合意され た ヒ エ ラ ル キーも調整役 も持 ちあ

わせ な い 。 ある 1 つ の レ ジーム か ら分化 して で き

る もの で は ない 。 成立時、互 い に 問題領域 と時間

軸 の 面 で 重複 しあうレ ジーム が それぞれ、異 なる

ア ク タ
ー

の セ ッ トを持ち、お の お の ル
ー

ル を形 成

し て い る （Raustiala　and 　Victor，　2004，　p．　283）
L・1

。

　上記 の 点を整理する と、同
一

の 問題領域 で並存

す る 複数の レ ジーム がそれ ぞれ、  別 々 の プ ロ セ

ス を経て 形成、  異なる ア クタ
ー

の セ ッ トか ら構

築、  各自で ル
ール を整備、  機能 面 で重複、 

重複 を解決する 調整役や ヒ エ ラ ル キ
ー

を不保持、

の 際 に レ ジーム ・コ ン プ レ ッ ク ス が 成立 して い る

と判断で きる 。

　 EANET 、NEASPEC 、お よ び LTP は、

1 つ の 枠組み か ら分化 した もの で は な く、第 2 節
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で 見た よ うに、別 々 の プ ロ セ ス を経て 形成さ れ 、

北東ア ジ ア の 酸性雨 とい う問題領域に お い て 並存

して い る 。 い ずれ の 枠組み も、他の 枠組み と互 い

に 異 な る ア ク タ
ー

の セ ッ トを持 ち （図 2 ）、前節

で 見た意思決定手続 きを とお して、各 自で ル
ール

を整え て きた 。 そ の
一

方で 、活動内容 を整理す る

と、 3 つ の 枠組みが モ ニ タ リン グ関連調査研究活

動 を中心 と して 、機 能面で重複 して い る こ と が わ

か る （図 3 ＞。 こ の 重 複 を解 決す る調整役や ヒ エ

ラ ル キーは確認で きない 。 こ の ため、北東 ア ジ ア

の 酸性雨問題をめ ぐっ て 、レ ジーム ・コ ン プ レ ッ

ク ス が 成立 して い る と考え られ る。

図 2 　 EANET ・NEASPEC ・LTP の ア

　クタ
ー

出 典 ： 筆者作成

図 3 　EANET ・NEASPEC ・LTP の機能

出 典 ：筆 者 作 成。

5 ．おわ りに

　本稿で は、北東ア ジ ア の 酸性雨問題 を め ぐる 地

域協力 につ い て議論 して きた 。 EANET 、　 NE
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ASPEC 、お よび LTP に焦点をあてた 。 第 2

節にお い て 、協力開始 の き っ かけ につ い て議論 し

た 。 第 3節で、概 要
・
機能

・
特徴等を見た うえで 、

各枠組 み を どの ように捉 え られるか を検討 した 。

第 4 節で は、前節で示 した捉 え方を踏まえなが ら、

地域協力 の 全体像 を い か に把握 で きるかを考察 し

た。

　北東ア ジ ア は酸性雨問題 をめ ぐっ て 、欧州 と同

様に環境問題 をテ ーマ とした国際会議を きっ かけ

として 地域協力 を開始 した 。   EANET 、  N

EASPEC 、  LTP 、の 3 つ の 枠組 み を形 成

した。こ れ らは、い ず れ も法的拘束力 を持 たず、

原因物質の排出規制を実施 して い ない
。 欧州の L

RTAP レ ジーム と比べ
、 法的 ・機能的に ゆ る や

かな枠組み で ある 。 ゆ る や か で ある た め に 、 原因

物質の 主要排 出国で ある 中国も参加する有意義な

存在とな っ て い る が、先行研究に お い て レ ジ
ー

ム

と見なされ て こ なか っ た 。 そ の
一

方で 、 原理 ・規

範 ・ル
ー

ル ・意思決定手続きを持ち 、 ア ク ターの

期待が収斂す る とこ ろ に な っ て い る 。 レ ジーム の

定義 と合致す る 。 北東 ア ジ ア の 酸性雨 とい う問題

領域 にお い て 、複数 の レ ジ
ー

ム が並存 し、部分的

に重複 して い る 。 そ の
一方で 、こ の 重複 を解 決す

る調整役 もヒ エ ラ ル キ
ー

も見 当た らな い 。レ ジー

ム ・コ ン プ レ ッ クス が成立 して い る と考え られ る 。

　酸性雨問題 をめ ぐる地域協力 と レ ジ
ー

ム に 関し

て 、
こ の よ うに 北東ア ジ ア と 欧州 との 問 に 共 通点

と相違点が 存在する 。 両 地域間 の 比較を とお して 、

こ の 要因が求め られ る だ ろ う。 こ れ は 、北東ア ジ

ア に レ ジーム ・コ ン プ レ ッ ク ス が存在す る理 由 の

特定、お よ び どの よ うな条件下 で ど の ような協 力

が行われ る か の解明に もつ なが る 。 地域協力に つ

い て研究を進め て い くうえで の重要なテ
ーマ で あ

り、今後 の 研 究課題 の 1 つ とな る 。

　 レ ジ ーム ・コ ン プ レ ッ ク ス は 、レ ジーム形成に

向けた取 り組み の結果として つ くら れ る 。 統合さ

れた 1 つ の レ ジーム が存在する状態と比 べ て、ま

と ま りが な い 　（Keohane 　and 　Victor
，
2011

，
　pp ，

8・9）。
コ ヘ イン と ビク ターは 、 1 つ の レ ジーム の

形成まで至 らな い 要因 を対象とする問題 に関する

ア ク ター
間 の イ ン タ レ ス トの 分布状況に求め て い

る （Keohane 　and 　Victor
，
2011

，
　pp ．12・13）。 気

候変動問題 をめ ぐっ て 、 ア ク ターが 持つ イ ン タ レ

ス トが多様で ある た め に、レ ジーム ・コ ン プ レ ッ

クス が 形成 され た と述 べ て い る （Keohane　and

Victor，2011，　p，7）。 こ の 議論 を踏 まえる と、北

東ア ジ ア の 酸性 雨問題 をめ ぐっ て 、イ ン タ レ ス ト

の 点 で ア ク タ
ー

問 に 差異 が存在 す るた め に、 レ

ジ
ー

ム ・コ ン プ レ ッ ク ス が成立 された とす る仮説

を導ける
25
。 1つ の レ ジ

ー
ム の 形 成へ と到達 した

欧州 と比 べ て 、イ ン タ レ ス トの分布状況が異な る

だ ろ う。 レ ジーム形成の際の イ ン タ レ ス トは 問題

に関連する パ ワ ーの分布状況に よ っ て左右 され る

こ とか ら　（Keohane 　and 　Victor，2011 ，　p．8）、パ

ワ ーの 分布状況に お い て も差異が ある と考えら れ

る 。 こ の た め 、酸性雨問題 をめ ぐる 地域協力をイ

ン タ レ ス トとパ ワ
ー

の 観点か ら議論する こ と が有

益で あろ う。

　北東ア ジ ア で は 、 さまざまな分野 で 地域協力が

行われ て い る 。 環境分野だけで な く、経済分野 で

も模索 され て い る 。 1 つ の 問題領域に複数の 枠組

み が存在する ケ ース が 多く見 られ る 。 こ の ため 、

レ ジーム ・コ ン プ レ ッ ク ス とい う視座 を酸性雨以

外の 問題領域に も活用する こ とが で きるだろ う。

　 レ ジ
ー

ム ・コ ン プ レ ッ ク ス が 成立 して い る 問題

領域 に おける国際協力は、レ ジーム が 1 つ しか 存

在 しな い 問題領域 の おけるもの と異なる 。 複数の

レ ジ
ー

ム が関与す る ため、レ ジーム 1 つ ずつ に焦

点 をあ て る だけで は把握で きな い 。 レ ジ ーム 同

士 が 影響 を及ぼ しあ うこ とか ら （Raustiala　and

Victor，2004，　p．279）、レ ジーム の 相互 関係 に 着

目する こ とが 求め られ る
26
。レ ジーム を 1 つ ずつ

捉えるだけでな く、よ り大 きな視点か ら捉え 、 議

論 す る こ とが 必 要 とな る
27
。こ れ が で きて 初 め

て、協力 の 実態 と影響に つ い て の 理解が 可能 と

な る 。 こ れ を もた らす 各レ ジ
ー

ム の 機能や 役割、
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各ア クタ
ー

の 行動等 も明ら か に な る （Alter　and

Meunier ，2009，　p．21）。 こ の こ とか ら 、 北東ア ジ

ア の 地域 協力 を考察 す る際 、枠組み や レ ジーム 、

イニ シ ア チ ブ ご とで な く、問題 領域 ご と に理解 し

よ うとする視座が 求め られ よ う。
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1　 雨 ・雪 ・霧 な どに 取 り込 ま れ て 地 表 に 降り注ぐ現象

　を 「湿性 沈 着」、ガ ス や エ ア ロ ゾ ル の か た ちで 地 表 に 到

　達する 現象を 「乾性沈着」、とそれ ぞ れ呼ぶ。

2　 日本 と 韓国の 酸性雨 の 原因物 質 は、20　− 30％が 中 国

　に由 来す る （Yoon，2006，　pp ．86−87；市 川、1998）。

3Takahashi （2000），　Brettell（2007 ），宮 崎 （2007 ） 以

　外 の 論 考 も、EANET に 焦 点 を あ て て 北 東 ア ジ ア 酸

性雨 問題 をめ ぐる 地域 協力 を議 論 して い る。

4 　 た と え ば 、域 内の 環 境 問 題 全 般 を対 象 と して 、  T

　EMM （目中韓 3 力 国環 境 大 臣 会合）、  NEAC 、 

　NAPEP （北部 ア ジ ア 太平洋環境 パ ートナ
ーシ ッ プ ）、

の 3 つ が、海洋 汚 染問題 に 関 して 、  NOWPAP （北

西 太 平 洋地 域 海行動計画）、  YSLME （黄 海広 域 海

　洋生 態系計画 ）、の 2 つ が 、それ ぞれ存 在 す る。

5　 こ れ は、環境 問題 を テ
ー

マ と した初 の 世 界規 模 の 国

　際 会議 とな っ た 。

6　 NEAC は、北 東 ア ジ ア に お け る 環境 協 力 の あ り方

　や 各国の 環 境 政 策 に つ い て 情報交 換 ・政 策対 話 を行 う

　場 で あ り、1992年 か ら毎 年実 施 さ れ て い る。tll 国、日 本、

　モ ン ゴ ル 、韓 国、お よ び ロ シ ア の 5 か 国 か ら、中 央 政

　府 の 環境 担 当機 関、地 方自治体、研究 機関、環 境 専 門

　家 な どが 参 加 して い る 。

7　 エ コ
・ア ジ ア は 、東 ア ジ ア 各国の 環 境 担 当 大 臣の 非

　公式 会合 で あ り、環 境問 題 に 関す る 情報 共 有 を 目的 と

　す る。目 本の イニ シ ア チ ブ に よ り1991 年か ら始 ま っ た 。

　現 在、22 か 国が参 加 して い る 。

8　北 東 ア ジ ア の 酸 性 雨 問 題 を め ぐる 日 本 の リ
ーダ ー

　 シ ッ プ は、環 境 問題 に お い て も存 在感 を 示 す こ とが 国

　益 に か な うとの 判 断 か ら 発揮 され 、  手 薄 だ っ た 朿 ア

　 ジ ア 各 国 へ の 援 助 で あ る こ と、 
．域 内 で 最 も進 ん だ 環

　境 関 連技 術 ・能 力
・
経験 を有 して い る こ と、の 2 点か

　ら各 国に よ り受容さ れ た （宮 崎、2007、pp ．26・27）。

9 　韓 国 は 、UNCED 後か ら北 東 ア ジ ア に お け る 地 域

　環境 協 力 の 実現 に積極的 に 関与す る よ うに な っ た。こ

　の 背 景の 1 つ と し て 、越 境 汚 染 に よ る 被 害へ の 懸念 が

　挙 げ られ る。地政 学 的 側 面 か ら北 東 ア ジ ア に お け る 環

　境 協 力 の 実 現 に 向け た リ
ーダーシ ッ プ を発揮 で きる 立

　場 に あ る とす る 指 摘 もあ る （Yoon ，2006 ）。

10　こ れ らの 認識 は、「EANET の 実施に 関す る 共 同声

　明」 や 「EANET の 強 化 の た め の 文書」 に お い て も

　踏襲 され て い る （EANET ，2000a ；EANET ，2010）。

11　中国 は 試行稼働中 の 1998年 12 月 よ り正式 参加 した。

　正 式 稼働 後、カ ン ボ ジ ア が 2001 年 11 月か ら、ラ オ ス

　が 2002 年 11 月か ら、ミャ ン マ ーが 2005 年 11 月 か ら、

　そ れ ぞ れ 止 式 参加 した。こ れ 以 外 の 国 は、1998年 3 月

　の 試 行稼働 開 始 時 よ り参加 し て い る。

12　こ の な か で、石炭 火力発電所に おけ る SOL ，（二 酸化

　硫黄 ）排 出 削 減 トレ
ー

ニ ン グ や ク リーン 石 炭 火 力発電

　技 術の デ モ ン ス トレ ーシ ョ ン な どが 行われて い る。

13　長 距 離輸送モ デ ル は、大 気汚 染物質の 動 きを地域 レ
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　 ベ ル で 数値モ デ ル 化 した もの で あ る。大 気 汚 染 物 質の

　 発 生
・
移 動 ・拡 散 ・反 応 ・沈 着 等 の プ ロ セ ス と 大気

・

　 降水 中の 濃度、沈着量 を算 出可 能 とす る （松 田、2005、

　 P．75）。

14　こ の タ イ トル に は、法 的拘 束 力 を伴 わ な い
．
文書で あ

　 る こ とを明 確 に 示 す た め に、拘 束 力 を伴 う文書 に 使用

　 さ れ る こ と が な い 「共同声 明 」（Joint　Announcement ）

　 が 採 用 され た （外 務大 臣 発、第 27130 号）。
15 　こ の なか で 、同 文書 に 法 的 拘 束 力 が な い こ と が 確認

　 され て い る。
16 　中国 政 府は 公式 的 に は、酸 性 雨 問題 を国 内 問題 と理

　解 し、自国か ら 排 出 された SOx や NOx が 他国 で 被害

　 を 及 ぼ す こ とは ない とす る立 場 を とっ て い る （秋元、

　 2000、p ．45）。
一

方 で、中 国の 副首 相は ユ992 年の 時点

　 で、中 国が 他 国の 酸 性 雨 の 原 因 と な っ て い る ロ∫能 性 を

　認 識 して い た （Brettell，2007，　p．94）。

17 　た と え ば、Levy （1995）；Takahashi （2000 ）．「ア ジ ェ

　 ン ダ 21」 も同 様 の 立場 を と っ て い る （United　Nations ，
　 1992 ，Chap．9）。
18Takahashi （2000）も同 様の 認 識 を 示 し て い る。
19 　こ れ は、こ れ まで に な され て きた 多くの レ ジ

ー
ム の

　定義を く くる包 括 的 な もの で 、コ ン セ ン サ ス を 得 た定

　義 で あ る （山本、2008、p．35）、 本 稿 は こ の 点 を踏 まえ、

　 レ ジーム の 定義 と して ク ラ ズナ
ー

に よ る もの を 引用 す

　 る。
20 　 レ ジーム に お け る 規 範 は 次の 論 考 に お い て も、行 動

　 の 基準 と認 識 され て い る。Finlayson　and 　Zacher（1983 ）；

　 OberthUr　and 　Gehring （2006）；山 本 （2008 ）。
21　ヤ ン グ （Oran 　R ，　Young ） は、ク ラ ズ ナ

ー
と 同 様 に

　 レ ジー
ム を 「期待を収 斂 す る もの 」 と理 解 して い る。

　 レ ジーム の 成立 要 件 と して、ア ク タ
ー

の パ タ
ー

ン 化 さ

　れ た行動を重視 してい る （Young ，1983，　p．93）。
22　こ の よ うな 現 象 は、国 際 社 会 に お け る 制 度の 増 加 ・

　密 度 の 上 昇 に 起 因 して い る。（Raustiala　and 　Victor，
　 2004，p．295）0

23 　ラ ウ ス テ ィ ア ラ と ビ ク タ
ー

は、生物 遺伝 資源 をめ ぐっ

　て技 術 的 ・経 済 的 ・
制度的に 大 き く関 与 して きた 米 国

　と英 国 を各 レ ジー
ム に 比 類する 主 要 なア ク タ

ーと考 え

　て い る （Raustiala　and 　Victor，2004）。
24　こ の レ ジ ーム ・

コ ン プ レ ッ ク ス に 関 す る 説明 は、

　Alter　and 　Meunier （2009）や Keohane　and 　Victor

　（2011 ）な どの 論 考 に お い て も踏襲 されて い る。
25　こ の 仮 説の 検 証 も今後 の 研 究 課 題の 1 つ で あ る。
26　 レ ジ

ー
ム の 相 互 関係 に 着 目す る こ と の 重 要性 は 近年、

　Young （1996 ）や Gehring　and 　OberthUr （2004 ）をは じ

　め とす る 多 くの 論 考の なか で 指摘 され て い る。
27　こ の 点 は、Alter　and 　Meunier （2009）の なか で も指

　摘 され て い る。
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NewPerspectives on  Regional Cooperation in Northeast Asia:

The  Regime  Complex for Acid Deposition Problem

YOKOTA  Masashi(Ph.D student,  Nihon  University)

   Northeast Asia tries various  regional  coop-

eration  initiatives. In early  1990s,  the region

started  cooperation  for acid  deposition problem

by request  of  
"Agenda

 21"  which  adopted  in

United  Nations  Conference  on  Environment

and  Development,  And, three regional  frame-

works  were  built: (1) EANET  (Acid Deposi-

tion  Monitoring  Network  in  East  Asia), (2)
NEASPEC  (North-East Asian  Subregional

Programme  for Environmental  Cooperation,

(3) LTP  (Joint Research PrQject on  Long-Range

Transboundary  Air Pollutants in Northeast

Asia). However  these  frameworks  have  no  le-

gally bindings and  no  regulations  on  the  causal

substances  of  acid  deposition, they  have  prin-

ciples,  norms,  rules  and  decision-making proce-

dures which  actors'  expectations  converge  in,

We  can  see  these  three  frameworks as  interna-

tional regime  respectively.

   EANET,  NEASPEC  and  LTP  are  partially

overlapping  without  any  agreed  hierarchy

and  coordinator  for resolving  the  overlap.  So,

Northeast Asia has the  regime  complex  fbr acid

deposition problem. When  we  analysis  regime

complex,  we  should  see  not  only  a  single  regime

but also  every  regimes  and  relations  among

regimes  composing  the complex.  This perspec-

tive is required  to understand  the  regional  co-

operation  for acid  deposition problem and  other

issues holding multiple  regimes  in Northeast

Asia.


